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平成 22 年９月 17 日 

各  位 

会 社 名  株 式 会 社 陽 光 都 市 開 発

代 表 者 名  代 表 取 締 役 社 長  相 馬  聡

 （ＪＡＳＤＡＱ コード 8946）

問 合 せ 先  専務取締役管理本部長 田 中  忍

 ＴＥＬ (045) 324-2444（代表）

 

 

連結子会社株式売却に伴う業務提携に関するお知らせ 

 

 

当社は、本日（平成22年９月17日）開催の取締役会において、ユナイテッドコミュニティーズ

株式会社へ株式譲渡を行う当社連結子会社である株式会社陽光ビルシステムと業務提携契約の締

結を行うことを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

 

記 

 

 

１．業務提携の理由 

当社は主として資産運用を目的とした自社ブランドである投資用マンション「グリフィンシ

リーズ」の企画・販売を、横浜・川崎エリアを中心としたドミナント戦略により、駅至近の好

立地かつ利便性の高い地域にて行っており、平成 22 年６月 30 日現在 100 棟 4,554 戸を供給し

ております。また、当社連結子会社の株式会社陽光ビルシステムにおいて当社が開発・分譲し

た物件の建物管理に関する業務を行っており、当社グループは、マンション経営のワンストッ

プ・ソリューションカンパニーとして、用地の取得、企画、設計、販売から、入居者募集や賃

貸管理・建物管理までの一貫したサービスを提供しております。 

本日別途開示いたしました「当社連結子会社の株式譲渡契約締結と特別利益の発生に関する

お知らせ」のとおり、当社は、株式会社陽光ビルシステムの全株式をユナイテッドコミュニテ

ィーズ株式会社に譲渡し、株式会社陽光ビルシステムは当社の連結子会社から除外されること

となるため、この度、当社は当社と株式会社陽光ビルシステムそれぞれの事業の円滑かつ継続

的な運営を達成するために、株式会社陽光ビルシステムと業務提携を行うことといたしました。 

 

 

２．業務提携の主な内容 

当社は、当社が分譲したマンション及び今後分譲するマンションの管理組合に対して、株式

譲渡後も引き続き株式会社陽光ビルシステムのみを受託管理会社として推薦する。 

また、当社は、マンション経営のサービスの提供を円滑に行うために、株式会社陽光ビルシ

ステムが株式譲渡後も現在の社名を維持し、当社の保有する商標を使用することを許諾し、株

式会社陽光ビルシステムは特段の事情がない限り現在の社名を変更しないものとする。 
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３．株式会社陽光ビルシステムの概要（平成 22 年 9 月 17 日現在） 

（１）商号 株式会社陽光ビルシステム 

（２）本店所在地 横浜市西区平沼 1-37-16 

（３）代表者役職・氏名 代表取締役社長 望月 英昭 ※１ 

（４）事業内容 建物総合管理業 

（５）資本金の額 30 百万円 

（６）設立年月日 平成 21 年７月 17 日 

（７）大株主及び持株比率 当社 100％ ※２ 

（８）当社と当該会社との関係 資本関係 当社は当該会社の発行株式の 100％を保有し

ております。※３ 

人的関係 当該会社の代表取締役が当社取締役を兼務

しております。 

また、当社従業員 1名が当該会社の監査役を

兼務しております。※３ 

取引関係 当社は当該会社との間で業務委託・受託契約

を締結しております。 

（９）当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態        （単位：千円） 

 平成 21 年 12 月期 ※４ 平成22年12月期第２四半期

純資産 28,618 49,397 

総資産 31,643 99,580 

1 株当たり純資産 47,698 円 15 銭 82,328 円 96 銭 

売上高 － 225,796 

営業利益 △88 33,413 

経常利益 △1,301 33,336 

当期純損失(△)又は四半期純利益 △1,381 20,778 

1 株当たり当期純損失(△)又は 

1 株当たり四半期純利益 
△2,301 円 85 銭 34,630 円 81 銭 

1 株当たり配当金 － － 

※１ 株式譲渡後は、代表取締役社長に 河野 由紀 氏が就任する予定です。 

※２ 株式譲渡後は、ユナイテッドコミュニティーズ株式会社 100%となります。 

※３ 株式譲渡後において、資本関係・人的関係の該当事項はありません。 

※４ 平成 22 年１月１日より営業活動を開始しており、平成 21 年 12 月期は事業準備期間とな

っております。 

 

 

４．業務上の提携の日程  

当社取締役会決議 平成22年９月17日 

業務提携契約締結 平成22年９月17日 

 

 

５．今後の見通し 

本業務提携による業績に与える影響は、軽微であると予想しております。 
 
 

以上 


